
 

 

ＪＲ連合 

ＮＥＷＳ 

ＪＲ産業に集う 
すべての仲間の 
ＪＲ連合への 
総結集を！！ 

2023年度 
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２０２４年１月２５日 日本鉄道労働組合連合会 

ＪＲ連合は１月 17日、ＪＲ西労組と

ともに岡山県を訪問し、交通政策に関

する意見交換を実施した。ＪＲ連合か

らは宮野勇馬企画局長、石川敏也産業

政策局長が、ＪＲ西労組からは上村良

成中央執行委員長（ＪＲ連合副会長）、

羽野敦之書記長（ＪＲ連合執行委員）、

田中佑佳政策調査部長、堂屋敷光岡山地本委員長、今井新市同書記長が出席したほか、

実施にあたりご尽力を賜った高原俊彦岡山県議会議員にも同席いただいた。 

冒頭、代表して挨拶に立った上村委員長は、令和６年能登半島地震による鉄道への被

災状況や北陸新幹線敦賀開業に触れたのち、「様々な自治体を訪問し、労働組合として実

現したい政策について意見交換を行っている。持続可能な交通体系をどう構築するか、

官民パートナーシップのあり方について議論したい」と述べ、獣害や設備の老朽化、防

災・減災対策の必要性について課題提起を行った。 

岡山県からは、上坊勝則副知事をはじめ、県交通部門の幹部が出席し、上坊副知事か

らは「岡山県内全土にＪＲの路線が張り巡らされており、交通体系の骨格を成している。

通勤・通学や通院のほか、観光においても鉄道は有用な手段であり、鉄道に関する課題

は県政の最重要課題。利用促進にどう取り組むか議論したい」との挨拶を受けた。 

その後、ＪＲ連合宮野局長、石川局長より、

ＪＲ各社を取り巻く情勢、ＪＲ連合の取り組

みや政策課題等について説明を行った。特に、

ＪＲ連合が策定した「『チーム地域共創』をつ

くる９提言」「持続可能な地域公共交通をつく

るＪＲ連合政策提言」で訴えた「チーム地域

共創」の考え方が、昨年 10月に全面施行され

た改正地域交通法の趣旨に「地域の関係者の連携・共同＝『共創』により、地域公共交

通ネットワークを再構築する」という形で反映されていることを強調した。 

説明を受け、岡山県からは、「鉄道特性」の発揮に対する考え方や利便性向上による県

内路線の更なる活性化、ＩＣカードの利用範囲拡大に係る考えなどが示され、出席者は

他線区での参考事例や支援施策の活用等について意見を交わした。 

改正地域交通法施行後、全国初の事例として、芸備線備中神代駅～備後庄原駅を対象

とした再構築協議会の設置が決定している。岡山県も構成員として参画しており、今回

の自治体訪問は、持続可能な地方公共交通の実現にむけて、ＪＲ連合の取り組みや考え

を伝える重要な機会となった。 

ＪＲ連合は今回得た知見や情報を政策活動に反映させるとともに、今後も課題の解決

に向けあらゆる関係者の理解と協力を求め、「チーム地域共創」を形成するべく、関係機

関との対話を積極的に行っていく。 
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